


















































































































































































































































































































































































Herausforderung des Sozialstaates, 1997, S.91;Eichenhofer, Recht des aktivierenden 
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用対象になりうる（社会法典 4編 7条 2項）。もっとも社会保障法でも「デュアル学修
課程」にいる学生が雇用保険の支援対象なのかは、争いになっている（Geiger, 
Förderungsfähigkeit der Berufsausbildung bei dualem Studium, info also 2015, 18）。















（22）　Wagner, Instrumente zur Sicherung von angemessenen Arbeitsbedingungen für Praktikanten, 
2012, S. 15ff.; Schmitt, Die Rechtsstellungen des Praktikanten, in:Fütterer u.a. （Hrsg.）, 
Arbeitsrecht - für wen und wofür, 2015, S.37ff.
（23）　Schlachter, in:Erfurter Kommentar zum Arbeitsrecht, 18.Aufl., 2018, BBiG§26 Rn.1.
（24）　BAG Urt.v.10．2. DB 1981, 1935ff.
（25）　Ulber, Arbeitsmarktpolitische Steuerung durch Ausnahme vom Mindestlohn, in: Fütterer u.a. 
（Hrsg.）, Arbeitsrecht- für wen und wofür?, 2015, 159ff.; Mandler, Psychologische 












（28）　Koppenfels-Spies, Unterhalt, Zugewinn, Versorgungsausgleich - Sind unsere familienrechtlichen 



























































































































































（ 2）　Schlachter, in:Erfurter Kommentar zum Arbeitsrecht, 18.Aufl., 2018, BBiG§26 Rn.4.
（ 3）　BT-Drucks. 16/3544;Maties, Generation Praktikum, Praktika, Einfühlungsverhältnisse und 
ähnliche als umgangene Arbeitsverhältnisse?, RdA 2007, 135, 138.
（ 4）　BAG Urt.v.13．3.2003, 6 AZR 564/01, juris;Orlowski, Praktikantenverträge - transparente 
Regelung notwendig!, RdA 2009, 38, 40.






v.19．2.2008, AP Nr 8 zu § 17 BBiGがある。当該判決は金属機械業界でも確認され（BAG 
Urt.v.29．4.2015, NZA 2015, 1384.）、さらに、連邦労働裁判所2017年 5月16日判決（NZA 
2017, 1129）も「適切な職業教育報酬」について判示している。
（ 7）　BAG Urt.v.23．8.2011 E 139, 89ff. 本件では、親元で生活する若者が、福祉専門学校での





（ 8）　BAG Urt.v.19．02．2008 E 126, 12ff.
（ 9）　BAGE 139, 89. 本件判決は、看護職養成についての前掲連邦労働裁判所2008年 2月19
日判決（BAGE 126, 12）を確認し、教育実施主体の財政的な制約可能性を論拠として低
い報酬を正当化することを否定している。職業教育報酬の 3つの機能は、連邦労働裁判
所に確認されている（BAG 16．6.2013 E 145, 371）。vgl. auch BT-Drs. V/4260, S.9.







（11）　Picker/Sausmikat, Ausnahmsweise Mindestlohn?, NZA 2014, 942, 944.
（12）　Picker/Sausmikat, ebenda S. 944.
（13）　Greiner, Die Praktikantenregelung in § 22 MiLoG, NZA 2016, 594ff, 597.
（14）　Picker/Sausmikat, a.a.O., S. 943は実習生と訓練生を平等に取り扱っていない、と批判す
る。

























（参照条文）社会法典 2編（2005年 1月 1日施行）
7条　受給権者
（ 5）職業教育受講生は、連邦職業教育訓練助成法又は 3 編60条ないし62条
96
若者の職業教育を受ける権利〔上田　真理〕




［補注］なお、 7条 5項 2文は、2011年 4月 1日から 2編27条 4項に、2016年


















































































































計需要（Bedarf für den Lebensunterhalt bei Berufsausbildung）の定めによれば、
親と同一の居住ではない場合に、職業教育訓練生が助成法（BAföG）13条 1項
1号に基づき大学生に対して適用される需要（2010年10月28日以降、月額348















（ 1）　Seiler, Grundzüge eines öffentlichen Familienrechts, 2008, S.107.
（ 2）　Köbl, Sozialstaatsentlastung durch mehr Familiensolidarität, in:Becker（Hrsg.）, 
Rechtsdogmatik und Rechtsvergleich im Sozialrecht I, 2010, 393ff.
（ 3）　ドイツでの批判について、Schwab, Familiäre Solidarität, in: Schwab/Henrich （Hrsg.）, 
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Familiäre Solidarität, 1997, 39, 44ff. 日本での包括的な提言として、日本学術振興会社会学
委員会、社会変動と若者問題『若者支援政策の拡充に向けて』（2017年）も参照。
（ 4）　Udsching, Der Eintritt von Pflegebedürftigkeit als individuelles und kollektves Risiko, in: Preis 
u.a. （Hrsg.）, Rechtliche Risikoabsicherung bei Krankheit und Pflegebedürftigkeit, 2012, S.27ff.; 
Koppenfels-Spies, Anmerkung zum Beschluss des BGH vom 12．2.2014 （JZ 2014, 682） - Zur 
Frage der Verwirkung des Elternunterhaltes gem. § 1611 Abs. 1 BGB, JZ 2014, 685 は、サンド
ウィッチ世代に過度の負担になるという。




判所2014年 2月12日決定（FamRZ 2014, 541―543）は、12編94条 3項 1文 2号の「不合理
な（unbillig）過酷さ」に該当する事情はないと判断し、9000ユーロの費用償還義務を認
容している。





完性」は別途検討する必要がある（Deinert, Privatrechtsgestaltung durch Sozialrecht, 2007, 
S.294ff.）。



































































編116条 2項及び123条 1項 1号）。 3編116条は障害のある職業教育参加者に助
成金（BAB）の請求権がある旨を定めているので、障害のある職業教育参加
者も、客観的に助成対象になりうるため 2編 7条 5項に基づき失業手当Ⅱ請求
権がない、ということである。
（ 2）請求権者の制限に限界はないのか





　それでも、 2編 7条 5項が失業手当Ⅱ請求権を制限すれば、病気又は障害に
よる需要が充足されないのではないのかが問題になる。連邦社会裁判所2014年




る。下級審では見解が対立していた。一方では、 2編 7条 5項は障害のある職
業教育参加者にも適用され、失業手当Ⅱ請求権が排除されるという見解（7）があ
る。他方、 2編 7条 5項は適用されないとし、失業手当Ⅱの請求権が成立する
とする見解（8）もある。
　連邦社会裁判所は、 2編 7条 5項が明示していない職業教育措置である障害
者の職業参加を支援する特別な給付を受ける場合にも 7条 5項が適用され、失
業手当Ⅱ請求権は成立しない、と繰り返し判示している（9）。その後も、前掲連
邦社会裁判所2014年 8月 6日判決が継承されている。連邦社会裁判所2015年 2
月17日判決（10）は、原審のノルトライン・ヴェストファーレン州社会裁判所2014
年 3月13日判決（11）が障害のある職業教育訓練者に 2編 7条 5項を適用しない、
と判断したのを退け、前掲連邦社会裁判所2014年 8月 6日判決を確認し、本件
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原告は 3 編による職業準備教育措置（berufsvorbereitende Bildungsmaßnahme）
を受ける訓練生であるので、失業手当Ⅱの請求権を有していない、と判示して
いる。
（ 3）職業教育受講者の排除原則（ 2編 7条 5項）は違憲か
①連邦憲法裁判所の判断





　連邦憲法裁判所2014年10月 8日判決（12）は、 7条 5項 1文が職業教育の支援を
受ける人を 2編の適用から除外していることについて違憲ではないと、帰結し
ている。連邦憲法裁判所は、基本法20条 1項と結びついた 1条 1項から人間の
尊厳に値する最低生活保障を求める基本的権利は侵害されていない、とする。








































は 2編 7条 5項 1文により失業手当Ⅱ請求権を訓練生には原則として否定する








































ての「特別な過酷さ（Eine besondere Härte）」（27条 4項）について判示してい
る。本件は、失業手当Ⅱの請求権の排除について判示した連邦社会裁判所の


















































（ 3）　訓練生は、 3 編に基づく職業教育助成金（BAB）又は職業教育手当
（Ausbildungsgeld）又は連邦職業教育訓練助成法による給付を受給する又は収
入及び財産の考慮の理由のみにより受給しておらず、自らの需要が 3編61条 1
項、62条 2項、116条 3項、123条 1項 1号及び 4号、124条 1項 2号又は連邦






（ 1）社会法典 2編第 9次改正法（2016年 8月 1日施行）による請求権者の拡大












当の受給者に対して、失業手当Ⅱの請求権を認容している。 2編 7条 5項は、
失業手当Ⅱの受給権が制限される対象を定めるが、 1文に基づく制限から、3













　②請求権の制限の制約（ 7条 5項 2文）
　例外的に失業手当Ⅱを請求できないのは、職業教育の受給者が宿舎を三食つ
きで提供されている場合であり、例えば住宅で原則として就労日に三食が無料












給付請求権を有しない。 1文は、 3編61条 2項及び 3項、62条 3項、123条 1
112
若者の職業教育を受ける権利〔上田　真理〕
項 2号及び 3号並びに124条 1項 3号及び 3項に基づきその需要が算定されて
いる職業教育訓練給付受給者にも適用する。
（ 6） 5項 1文は、以下の各号のいずれかにあたる職業教育訓練給付受給者に
は適用しない。
1．連邦職業教育訓練助成法第 2条第 1 a項により職業教育訓練助成請求権を
有しない者
2．連邦職業教育訓練助成法第13条第 2項第 1号と関連する第12条および第13
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（ 1）　Korte/Thie, in:Münder（Hrsg.）, SozialgesetzbuchⅡ, Lehr- und Praxiskommentar ［LPK-SGB 
Ⅱ］, 6.Aufl., 2017, §7 Rn.134.
（ 2）　BVerwGE 94, 224. 連邦社会裁判所も BSG Urt.v.6．9.2007, SozR 4―4200§7 Nr. 8 u. BSGE 
99, 67で明示している。
（ 3）　BVerwGE 94, 224.
（ 4）　BSG Urt.v.22．3.2012, SozR 4―4200 § 7 Nr.27;BSG Urt.v.6．9.2007, E 99, 67. Vgl. auch LSG 
Nds-Bremen Beschluss v.04．07．2012, juris. Auch Behrend/ Lauterbach/ Biereshorn/ Gutzler, 
Förderung der Bildung - Bildungsförderung: Die neue SGB-III-Kommission des Deutschen 
Sozialgerichtstages, NZS 2010, 619, 621.
（ 5）　BSG Urt. v. 6. 8. 2014, SozR 4―4200 § 7 Nr 38;Treichel, Der Leistungsausschluss nach § 7 
Abs 5 SGB II bei Bezug von Ausbildungsgeld als Irrtum des Gesetzgebers?, NZS 2013, 805, 809.
（ 6）　SozR 4―4200§7 Nr 38.
（ 7）　例えば、Sächsisches LSG vom 9．9.2013, L 7 AS 1237/13 B ER;LSG Niedersachsen-Bremen 
v. 22．1.2014, L 13 AS 140/11がある。
（ 8）　LSG Berlin-Brandenburg v.11．2.2008 ― L 5 B 10/08 AS ER. 他にも、LSG Berlin-Brandenburg 
v.10．3.2009, L 20 AS 47/09 B ER; LSG Nordrhein-Westfalen v.28．11．2011, L 20 AS 1663/10; LSG 
Berlin-Brandenburg v. 16．1.2011, L 26 AS 2360/11 B ER; LSG Berlin-Brandenburg v.26．6.2013, L 
34 AS 2690/12がある。
（ 9）　連邦社会裁判所は、 2編 7条 5項による給付の排除にとって重要なのは、単に「職業
教育の抽象的な支援能力（abstrakte Förderungsfähigkeit der Ausbildung）」であるという
（BSG Urt.v.06．09．2007, E 99, 67;BSG Urt.v.30．09．2008, SozR 4 ―4200§ 7  Nr. 9 ;BSG Urt.
v.19．08．2010, SozR 4 ―4200§ 7  Nr. 20;BSG Urt.v.27．09．2011, SozR 4 ―4200§ 7  Nr.26; 
BSG Urt.v. 22．03．2012, SozR 4 ―3200§ 7  Nr. 27）。
（10）　BSG Urt.v.17．02．2015 SozR 4 ―4200§ 7  Nr. 40. 本件原告は1988年生まれの重度障害者
であり、職業準備の教育措置（berufsvorbereitende Bildungsmaßnahme）を受けている。そ
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（13）　社会法典 3 編による「障害者の労働生活への参加（Teilhabe behinderter Menschen am 
Arbeitsleben）」（112条以下）、とくに職業教育手当（Ausbildungsgeld）（122条以下）は、
職業統合を超えて、障害に関連する調整にむけられており、 2編 7条 5項の適用対象で
はないとする立場である（例えば、LSG Schleswig-Holstein Beschl.v.14．6.2011）。
（14）　BSG Urt.v.6．9.2007 E 99, 67.
（15）　Behrend, Aspekte der wirtschaftlichen Absicherung von Auszubildenden zwischen den 
Leistungen zur Förderung der Berufsausbildung nach dem SGB 3 und "ergänzenden Leistungen" 
nach dem SGB 2, in: Deutsher Sozialgerichtstag e.V. （Hrsg.）, Sozialrecht als Menschenrecht, 
2011, S.41.
（16）　連邦社会裁判所は訓練生に対して「例外」を蓄積した（Behrend, ebenda）。
（17）　Vgl. auch Knickrehm, in:KKW, Kommentar zum Sozialrecht, 5. Aufl., 2017, 2009, §7 Rn.40.
（18）　BT-Drucks. 17/3404, S.103.
（19）　連邦社会裁判所 2016年 2月17日判決（SozR 4―4200 § 22 Nr. 89）は一般論として判示
している。
（20）　SozR 4―1500§75 Nr. 24. 本 件 に つ い て、Geiger, Wann müssen Arbeitsagenturen oder 
Jobcenter die Wohnkosten Auszubildender übernehmen?, info also 2017, 154ff.. 職業教育訓練生
の住居費の保障について、立法者は職業教育訓練助成金（BABや BAföG）では定額で
の支払いになるため、最低生活保障に十分ではないことも考慮に入れている（Entwurf 
eines Gesetzes zur Fortentwicklung der Grundsicherung für Arbeitsuchende, BT-Drucks. 16/1410, 
S.24）。
（21）　BVerwG Urt. v. 14．10．1993 E 94, 224.
（22）　B 14/7b AS 36/06 R.





（26）　BSG Urt.v.6．9.2007 E 99, 67.
（27）　BSG Urt.v.6．9.2007, B 14/7b AS 28/06R, SozR 4―4200§7 Nr.8;BSG Urt.v.30．9.2008, 
SozR 4―4200§7 Nr. 9.他にも、助成法（BAföG）により支援を受けることができる職業
教育だけが、労働市場への統合の機会の可能性がある場合に「過酷さ」が認められる。
たとえば、支援を受ける最短期間を過ぎる可能性がある場合である（BSG Urt.v.30. 9.2008 
SozR 4―4200§7 Nr. 9）。 2編27条 4項の「過酷さ」の適用基準について、連邦社会裁判





適合する範囲での保障を強調している（これについて、BSG Urt.v. 6. 9.2007 E 99, 67, 
77;vgl. auch BSG Urt.v.30. 09. 2008, SozR 4―4200 § 7 Nr 9 RdNr. 22）。
（28）　BSG Urt.v.6. 9.2007, SozR 4―4200§7 Nr 6.
（29）　Geiger, Zur Neuregelung des Leistungsausschlusses für Auszubildende, Schüler und Studenten 
im 9. SGB II-ÄndG, ZfSH/SGb 2017, 9ff.;P. Beker, Das 9. Änderungsgesetz zum SGB II, SGb 
2016, 607ff.; Winkler, Brot und Steine, info also 2017, 51ff.
（30）　BT-Drucks. 18/8041, S. 24.
（31）　Thie, in:Münder （Hrsg.）, LPK, SGBⅡ ,  a.a.O.,§27 Rn.1; BT-Drucks. 17/3404, S.169ff..
（32）　LSG Rheinland-Pfalz Beschluss Urt.v.12．2.2012, ZfSH/SGb 2010, 367ff.. Korte/Thie, in:LPK-
SGBⅡ, a. a. O., §7 Rn.139.
（33）　Geiger, a.a.O., ZfSH/SGB 2017, 9, 11.
（34）　本田由紀『教育の職業的意義―若者、学校、社会をつなぐ』（ちくま新書、2009年）。
Vgl. Biersborn, Bildungsrelevante SGBⅢ /SGBⅡ , in:Deutsher Sozialgerichtstag e. V. （Hrsg.）, 
Sozialrecht als Menschenrecht, a.a.O., S.67ff.
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おわりに
　労働法による保護を職業教育訓練に拡大しつつ、稼得能力の活用を求められ
ない職業教育訓練生への最低生活保障法の交錯が問題になってきた。一方で、
職業教育訓練契約を締結する訓練生に労働法が適用されるのか、他方で、雇用
保険による助成金や社会法典 2編が「教育的意義」が問われてきた。
　最低生活保障では、職業訓練助成制度との「分離」を原則としつつ、内在的
に「交錯」する領域をうみだしている。連邦社会扶助法についての連邦行政裁
判所の判断を、社会法典 2編についても連邦社会裁判所が継承し、結局、社会
法典 2編の改正により、職業教育の条件としても最低生活保障が担うことが確
認されている。
 ―うえだ　まり・東洋大学法学部教授―
118
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